
2 2 2

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

□給与から差引き（1．特別徴収）

□自分で納付　　 （2．普通徴収）
1 本人専従

円
1 強制送付

9 強制不送居住開始年月日 平・令　　　・　　・

所得税の課税標準額⑨給与・公的年金等に係る所得以外（令和7年4月1日において65歳未満
の方は給与所得以外）の所得に係る市民税・都民税の徴収方法の選択

②
住所地の共同募金会
住所地の日赤支部分 円

④市条例指定分
円

⑥寄附金に関する事項　　※領収書 ⑦住宅借入金等特別税額控除に関する事項　※源泉徴収票

①
都道府県・市区町村分
　（ふるさと納税分） 円

③都条例指定分
円

扶

養

控

除

①

（氏名）

（続柄） 2 2 2 2 2 2 2 2 2

※支払調書又は年間取引報告書

1 事業所

（続柄） （状況）
同居

別居
（個人番号）

2 家屋敷

3 家屋敷非課税
万

7 生活状況

住宅借入金等特別控除の額 円 1 非居住者
住宅借入金等特別控除可能額

調

整

□

生年

月日 身体

精神

愛

認定

級

度

年 月 日

(控除額)

万
⑧配当割額控除額

5,000 円
⑥

（氏名） 明・大・昭
平・令・西

調

整

□

生年

月日 身体

精神

愛

認定

級

度

月 日

(控除額) (障害者控除)

⑤

(障害者控除)

（氏名） 明・大・昭
平・令・西

年

（続柄） （状況）
同居

別居
（個人番号）

事務処理欄
身体

精神

愛

認定

級

度

日

(控除額) (障害者控除)

調

整

□

（個人番号）
万

④

（氏名） 明・大・昭
平・令・西

年 月

③

（氏名）

（続柄） （状況）
同居

別居

（続柄） （状況）
同居

別居
（個人番号）

万

生年

月日

合　　　計 28

25～27の計

1 9 52 2 0 5

調

整

□

生年

月日 身体

精神

愛

認定

級

度

月 日

(控除額) (障害者控除)
明・大・昭
平・令・西

年

雑損控除
26

詳細は裏面⑤

日

(控除額) (障害者控除)

調

整

□

医療費控除 27
㋑－㋺－㋩

万

1 0 2 6 9 5

身体

精神

愛

認定

級

度

②

（氏名）

町田　町太
明・大・昭
平・令・西 53 年

（続柄） 子 （状況）
同居

別居
（個人番号）

7 8 ０ ０ ０ ０

（個人番号）

13～24までの計 25 2 1 0 2 5 0 0万

7 月 1

基礎控除 24 4 3 ０ ０ ０ ０
町田　マチ

母 （状況）
同居

別居

生年

月日
33

０ ０ ０
（状況）

同居

別居
（個人番号） 控　　除

43

29

15

調

整

□

生年

月日
45

身体

精神

愛

認定

3 級

度

月 13 日

(控除額) (障害者控除)
明・大・昭
平・令・西 14

一般33

特定45

老人38

同老45

扶養控除 ㉓

3 3 ０ ０ ０ ０
控配33

老配38
配偶者

（特別）

控除 ・

同一生計

配偶者

（氏名） 明・大・昭
平・令・西 31 年 1

(障害者控除)

調

整

□

特

1

 

普

2

 

同

特

3

生年

月日 身体

精神

愛

認定

級

度

年 3

配偶者特別
22 ０ 

配偶者の

合計所得金額 円⑤扶養親族等 （別居の場合は裏面⑦にもご記入ください）
配偶者控除 21

月 20 日 21又は

22欄に

控除額

町田　税子

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

勤学26

障害26

特障30

同特53

勤労学生、
20 2 6 ０ ０ ０ ０

寡婦・ひとり親
18 ０ ０ ０ ０

寡婦26

ひ親30

控　　除

障害者控除

10,000    円
㋩1の場合10万円と総所得

金額等の5%のいずれか少

ない方の金額、2の場合

12,000円

※控除証明書

医療費控除
□ 1．従来の医療費控除
□ 2．セルフメディケーション

㋑医療費又は特定一般用医薬品

等購入費

㋺保険金等で補てんされる金額

198,520  円 0  円 95,825  円

※医療費又は特定医薬品

等購入費の明細書

税制による特例（どちらかを選択）

※控除証明書

地震保険料控除 地震保険料支払額 旧長期損害保険料支払額

⑯
地震保険料等支払額から算出した控除額

   2 5 0 0 0 35,000    円

⑮
生命保険料支払額から算出した控除額

円 183,300    円 円 円 円    3 5 0 0 0
生命保険料控除 新生命保険料支払額 旧生命保険料支払額 新個人年金保険料支払額 旧個人年金保険料支払額 介護医療保険料支払額

5 0 0※控除証明書

小 規 模 企 業 共 済 等 掛 金 控 除 ※証明書
円

14

172,000    円 70,500    円 円 円 2 4 2

特1　普2

④所得控除
事務

コード 所 得 控 除 金 額

社会保険料控除 Ⓐ国民健康保険支払額 Ⓑ介護保険支払額 Ⓒ国民年金支払額 Ⓓその他(後期高齢者医療等)

13
Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ＋Ⓓ

証
明
書
等
は

、
こ
の
申
告
書
に
は
貼
ら
ず
に
お
持
ち
く
だ
さ
い

。

※
は
申
告
に
必
要
な
書
類
の
一
例
で
す

。

障 害 者 控 除
※障害者手帳・障害者控除対象者認定書

長 期
裏面の③で計算したものを転記

身体・精神・愛の手帳

障害者控除対象者認定書

一 時 シ

サ 11

12
合
計

0 0 0裏面④の差引金額（A-B)→
年卒業予定

総合
譲渡

短 期 コ

裏面③に記入したものを転記してください

0 0 0
← 裏面④の収入金額（A)

9 1 0 0

10 2 5 0

1～6と10及び11の計

5 0 0
級　　　　　　　度

1 9 1 6

※学生証 裏面④の差引金額（A-B)→

学校名 そ の 他 ケ 7 0 0

0 0 0
← 裏面④の収入金額（A)□ ひ と り 親 控 除

業 務 ク 5 0 0

←
裏面①の収入金額の合計を
記入してください

2 3 0

7 7 0 5 2 5 0

0 0 01 ． 死 別 2 ． 離 別 3 ． 生 死 不 明

年　　　　　月

雑

公 的 年 金 等 キ 1 8 0 5 2 5 0

0 0 0 ←
裏面②の収入金額の合計を
記入してください 6 5 8 0

0 0 0勤 労 学 生 控 除

③本人対象の控除 配 当 オ 1 0 0 0 0 0 ←
裏面⑧に記入した総合課税分
の合計を記入してください

国外の銀行に預けている預貯金の利子など

が該当します 4

5 1 0 0 0 0 0
寡 婦 控 除

給 与
1子

2年

3子+年
カ 1

□ その他
裏面のその他欄に生活状

況を記入してください 利 子 エ

遺
族
年
金
・
障
害
年
金
の
み
の
方
は
②
収
入
が
あ

っ
た
方
欄
に
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

。

□
遺族年金・障害年金・雇用保険等
の非課税所得があった

農 業 イ□ 預貯金で暮らしていた

不 動 産 ウ

2

□

①収入がなかった方 ②収入があった方
該
当
箇
所
に
☑
チ

ェ
ッ
ク
し
て
く
だ
さ
い

。

□
親族に扶養されていた
知人に援助を受けていた

所 得 の 種 類 収 入 金 額 必 要 経 費 所 得 金 額

事
 

業

営 業 等 ア 1 0 0 0 0 0 0 6 6 8 7 5 0 1 3 3 1 2 5 0

生活保護を受給していた

現在の住所
上記と同じ場合は記入不要

氏　　　名     町田　町男
住所（本人と同じ場合は記入不要）

生 年 月 日 電 話 番 号窓口に来た方

S30.5.30 042-722-3111
本人の場合は

記  入  不  要

氏名 関係
（　　    　　　）

令和７年度 市民税・都民税申告書（令和６年分）町田市長 宛 　　　年　　　月　　　日提出

令和7年1月1日現在の
町田市

森野２－２－２２
個人番号

（マイナンバー）
0 0

住　　所
ふ り が な     　まちだ　まちお

0

7～9の計

9 0 5

0 0 0 0 0 0 0 0 0

3

8 1 0 0

８％

市役所

受付印

１０％

レ

 資料編１  

申告書の書き方と添付・提示書類 

（おもて面） 

こちらでは、市民税・都民税の詳しい内容と申告書の基本的な書
き方をご案内しています。申告の際の参考としてください。 
控除金額等については、資料編２もご覧ください。 

※印のものは、添付または提示書類です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

。 

 

  

記入例 

※個人番号（マイナンバー） 
個人番号を記入してください。また、本人確認のため、申告時に「番

号確認書類」及び「身元確認書類」を提示してください。郵送の場合は、
写しを同封してください。（扶養親族がいる場合も、「番号確認書類」及び「身
元確認書類」の提示、同封は本人分のみとなります。） 

申 
告 
書 

）  
お 
も
て 
面 

（  

⑥寄附金に関する事項  ※領収書等 
寄附金の支払額を記入してください。 

ふるさと納税ワンストップ特例の申請をされている場合、市民税・都民税
申告をすると特例が無効になるため、寄附に関する事項の申告が必要です。 

⑤扶養親族等 

●配偶者控除・扶養控除・１６歳未満の扶養親族 
控除の対象となる配偶者・扶養親族の氏名・生年月日・同居別居の区

分・続柄・個人番号・控除額を記入し、「控除金額」21又は㉓欄に控除
金額を記入してください。別居の場合は申告書うら面⑦にも住所等を
記入してください。 

●配偶者特別控除 
該当する場合は、「配偶者（特別）控除・同一生計配偶者」欄と配偶

者の合計所得金額（収入金額ではありません）を記入し、「控除金額」

22欄に控除金額を記入してください。 

●障害者控除 ※障害者控除対象者認定書や愛の手帳等 
「身体」・「精神」・「愛の手帳」・「障害者控除対象者認定書」のいずれ

かを○で囲み、障がいの程度（級又は度）を記入し、「控除金額」20欄
に控除金額を記入してください。 

③本人対象の控除 

●寡婦控除 
死別・離別・生死不明のいずれかを○で囲み、その年月を記入し、

「控除金額」18欄に控除金額を記入してください。 

●ひとり親控除 
該当する場合は、□にチェックを入れて（☑）、「控除金額」18欄に

控除金額を記入してください。 

●勤労学生控除 ※学生証 
学校名、卒業予定年を記入し、「控除金額」20 欄に控除金額を記入

してください。 

●障害者控除 ※障害者控除対象者認定書や愛の手帳等 
「身体」・「精神」・「愛の手帳」・「障害者控除対象者認定書」のいずれ

かを○で囲み、障がいの程度（級又は度）を記入し、「控除金額」20欄
に控除金額を記入してください。 

① 収入がなかった方 
収入がなかった方・非課税所得（遺族年金等）のみの方は該当する箇

所の□にチェックを入れて（☑）、必要事項を記入してください。また、
基礎控除 43 万円を所得控除金額 24・25・28 に記入してください。
（③本人対象の控除・⑤扶養親族等の欄等も、該当があれば記入してくださ
い。） 

②収入があった方 
◆事業所得・不動産所得 ※必要経費分の領収書・収支計算書等 
 事業所得・不動産所得の説明については、うら面をご覧ください。 
⇒収入・必要経費・所得金額（所得金額＝収入金額－必要経費）を記
入してください。 

◆公的年金等（雑所得） ※源泉徴収票 
厚生年金、国民年金、共済年金、恩給等の所得です。 

⇒うら面①に支払者・収入金額を記入し、合計額をおもて面キ欄に 
転記し、所得金額を７欄に記入してください（所得金額の求め方は 
資料編２をご覧ください。）。なお、遺族年金・障害年金は非課税所
得のため、この欄には記入しないでください。 

◆給与所得 ※源泉徴収票 
サラリーマンの給与、賃金、賞与等による所得です。 

⇒基本的に源泉徴収票の内容を申告書に書き写す必要はありません。
源泉徴収票をお持ちでない方はうら面②欄に支払者（連絡先）を記
入し、合計額をおもて面カ欄に転記してください。なお、給与収入
額は手取り額ではなく、社会保険料等を引く前の総支払額です（所
得金額の求め方は資料編２をご覧ください。）。 

◆それ以外の所得については（うら面）をご覧ください。 

④所得控除 
●社会保険料控除 ※控除証明書又は領収書 
支払額を記入し、「控除金額」13欄に控除金額を記入してください。 

●小規模企業共済等掛金控除 ※支払額の証明書等 
支払額を記入し、「控除金額」14欄に控除金額を記入してください。 

●生命保険料控除 ※控除証明書 
控除証明書に記載された年間の支払額のうち、新・旧契約に基づく

支払額を新生命保険料・新個人年金保険料・介護医療保険料の欄に、

「控除金額」⑮欄に控除金額を記入してください。 

控除額の計算は資料編２をご覧ください。 

●地震保険料控除 ※控除証明書 
控除証明書に記載された年間の支払額を、地震保険料の欄又は旧長

期損害保険料の欄に記入し、「控除金額」⑯欄に控除金額を記入してく
ださい。「控除金額」の計算は資料編２をご覧ください。 

●医療費控除 ※控除の明細書 
「従来の医療費控除」又は「セルフメディケーション税制に係る控

除」のいずれかを選択のうえ、「医療費又は特定一般用医薬品等購入費」
等を記入し、「控除金額」27欄に控除金額を記入してください。 
※領収書の添付又は提示では申告することはできません。 

●雑損控除 ※支出した金額についての領収書等 
うら面⑤雑損控除の欄に損害の原因・損害年月日・損害を受けた資

産の種類等を記入し、「控除金額」26欄に控除金額を記入してください。 

⑨徴収方法の選択 
給与・公的年金等とそれ以外（令和 7 年４月１日において６５歳未

満の方は給与所得以外）の所得がある方は選択してください。 
 

⑦住宅借入金等特別税額控除に関する事項  
※年末調整がなされた源泉徴収票 
源泉徴収票から住宅借入金等特別控除の額（所得税で控除した金

額）、住宅借入金等特別控除可能額、居住開始年月日を転記してください。 

 

⑧配当割額控除額 
配当所得を申告された方で特別徴収された配当割額（5％）がある場

合は記入してください。 ★基礎控除 ※収入がない方もご記入ください 
合計所得金額が2400万円以下の全ての納税者に適用される控除です。 

24 欄に 43 万円の控除金額をご記入ください。 

※合計所得金額が2400 万円を超える方は資料編２をご覧ください。 

添付資料のない場合は控除等が認められない場合があります。 



① 公的年金等に関する事項（遺族年金・障害年金は除く） ②給与所得に関する事項

円 円

円 円

円 円

円 円

③総合譲渡・一時所得に関する事項（総合長期譲渡所得と一時所得はサ・シを1/2した金額が課税対象になります。）
A B C D

円 円 円 ｺ 円

円 円 円 ｻ 円

円 円 円 円 ｼ 円 円

④公的年金等以外の雑所得に関する事項 ⑤雑損控除に関する事項

円 円 円

円 円 円

円 円 円

⑥事業専従者に関する事項
円 円

セ 円

⑦別居の扶養親族等に関する事項

チ 円

⑧配当所得等に関する事項 テ 円

ト 円

ナ 円

円 円 29 円

円 円

⑨株式等の譲渡等・先物取引に係る所得に関する事項 31 円

円

円 33 円

円

⑩分離課税の短期・長期譲渡所得に関する事項 35 円

36 円

37 円

円 円 円

円 円 円 配10 配2.5

⑪特定支出控除の適用がある場合の給与所得に関する事項 □ □ □

□ □

円 円 円

⑫山林所得・退職所得に関する事項

円 円 円 円 円

年

⑬家屋敷・事業所に関する記入欄

円 名
家屋敷等の所在地を表面「令和７年１月１日現在の住所」に記入してください

その他

□白色

区　　分 所　有　区　分 に○をつけてください 申告区分 開設年月日 電　話　番　号

町田市内にある事務所等の内容 令和6年中の所得金額の合

計額(分離譲渡所得の場合

は特別控除前の額)

同一生計配偶者と扶養

親族の合計数

あなたが該当する箇所 確定申告の 事務所・事業所

□事務所・事業所 □自己所有　□借事務所等 (16歳未満含む) 障害者・未成年 □青色

年　　月　　日□家屋敷 □借家用 寡婦・ひとり親

(　　年　　月間) □　障害円

□　普通

円

事務所・事業所

退　　　職

A　収入金額 勤続年数
普通

の別 B　退職所得控除額 C　差引　（A-B) 所得金額　（C×１/２）
障害

山　　　林
A　収入金額 B　必要経費 C　特別控除額 D　青色申告特別控除額 所得金額　（A－B－C－D）

円 円

分離

選択不可

給与収入金額 特定支出の金額の合計額
所得金額 選択不可

（ただし赤字の場合は０） 譲

渡

選択可 不要

配

当

選択可 不要 総合 分離

特例適用条文 配05 配00
事務処理欄

円

上 場 株 式 等 の 譲 渡

区分 所得の生ずる場所 必要経費
差引金額

特別控除額
上 場 株 式 等 の 配 当 等

株式等譲渡所得割額控除額 特例適用条文 一 般 株 式 等 の 譲 渡 34

（収入金額－必要経費） 先 物 取 引

円

長
期
譲
渡

一 般 の 譲 渡

所得の種類 種　目 必　要　経　費 優 良 住 宅 地 等
に 係 る 譲 渡

32

年　　月 軽 減 分 30

円事業 ・ 譲渡 ・ 雑

事業 ・ 譲渡 ・ 雑 居 住 用 財 産 の 譲 渡

□□株式会社 R6年　1月 100,000 0

所
　
得
　
金
　
額

短期
譲渡

一 般 分

円

上 場 株 式 等 の 譲 渡

所得の生ずる場所 支払確定年月 収入金額
必要経費・配当所得 上 場 株 式 等 の 配 当 等

に係る負債の利子 先 物 取 引

円氏　名 続柄 生年月日 住　所

町田　町太 子 S53.7.1 東京都千代田区隼町4-2 居 住 用 財 産 の 譲 渡

住　所 種　別 軽 減 分

青色・白色 長
期
譲
渡

一 般 の 譲 渡 ソ収
　
入
　
金
　
額

短期
譲渡

一 般 分 ス

一 般 株 式 等 の 譲 渡 ツ

円

円

優 良 住 宅 地 等
に 係 る 譲 渡

タ

分離課税
個人番号 円

保険金等で補てんされる金額（B) 差引損失額（A-B）

氏　名 続柄 生年月日 従事月数 専従者給与（控除）額

損害金額（A）

円

原稿料 △△株式会社 500,000 400,000 100,000 損害を受けた資産の種類

損害年月日

個人年金 ○○保険株式会社 700,000 600,000 100,000 年　　月　　日

種　目 所得の生ずる場所 収入金額(A) 必要経費(B) 差引金額(A-B) 損害の原因

総合
譲渡

短期

円

表面11欄へ

長期

一　　時

収 入 金 額 必 要 経 費 差引金額(A-B) 特 別 控 除 C-D表面ｺ・ｻ・ｼ欄へ 合計　ｺ+(ｻ+ｼ)×1/2

㈱マチダマ 042-722-3111 880,000

支 払 者 収 入 金 額 支 払 者 電 話 番 号 収 入 金 額

日本年金機構 1,805,250 ㈱町田町 042-722-3111 350,000

 資料編１  （うら面） ※印のものは、添付または提示書類です。 
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●別居の扶養親族等に関する事項 

※親族関係及び送金確認書類 
⇒扶養親族と別居されている方は、扶養親族の氏名・続柄・生
年月日・住所（住民登録地）を記入してください。 

※令和 6年度より、30才以上 70才未満の国外居住親族は「留
学により非居住になった者」「障害者」「納税義務者から生活

費や教育費に充てる支払いを 38万円以上受けている者」が
控除対象となり、必要書類の提出・提示が必要になります。 

◆配当所得 ※支払調書又は年間取引報告書等 
株主や出資者が法人から受ける剰余金の配当等や投資信託や

特定受益証券発行信託の収益の分配等の所得です。 

⇒所得の生ずる場所・支払確定年月・収入金額・必要経費（株式

を取得するのに要した借入金の利子）・差引金額を記入してく

ださい。総合課税の場合は、収入金額をおもて面オ欄、所得金

額をおもて面5欄に記入してください。分離課税の場合は、収

入金額をト欄、所得金額を㊱欄に記入してください。配当割額

控除額がある方はおもて面⑧配当割額控除額欄にも記入して

ください。 
※上場株式等の配当所得等について、所得税（確定申告）と異な

る課税方式の選択は令和 6年度より選択できなくなりました。 

 

●家屋敷・事業所に関する事項 
⇒町田市内に事務所、事業所又は

家屋敷を有する個人の方で、町田

市内に住民登録をしていない方

は記入してください。 

◆公的年金等以外の雑所得 ※収入・経費のわかる書類 
シルバー人材センターの配分金、職業としていない講演料、印税、

放送出演料、生命保険年金、他の所得に当てはまらない所得です。 

⇒種目・所得の生ずる場所・収入金額・必要経費・差引金額を記

入し、収入金額の合計額をおもて面クまたはケ欄に転記し、差

引金額をおもて面８または 9欄に転記してください。 

【注意】シルバー人材センターの配分金・生命保険年金は、雑そ

の他（ケおよび９）に転記してください。 

 

◆総合譲渡 ※収入・経費のわかる書類 
ゴルフ会員権、書画、骨董、貴金属等の資産譲渡から生ずる所

得です。保有期間 5 年以内を「短期」、5 年超を「長期」として

計算します。 

◆一時所得 ※収入・経費のわかる書類 
生命保険契約等に基づく一時金、損害保険契約等に基づく満期

返戻金、懸賞当選金、競馬・競輪等の払戻金、遺失物拾得報労金

等による所得です。 

⇒それぞれの収入金額・必要経費・差引金額・特別控除額・所得

金額を記入してください。また、「コ」の金額をおもて面コ欄

に、「サ」の金額をおもて面サ欄に、「シ」の金額をおもて面シ

欄に、合計の金額をおもて面 11欄に転記してください。 
なお、特別控除額は差引金額と５０万円のいずれか少ない方の金
額となります。 

●事業専従者に関する事項 
あなたと生計を一にする親族（15歳以上）で、あなたが経営す

る事業に原則として６ヶ月を超える期間従事した方がいる場合

は、あなたの事業等から生じる所得から控除されます。 

⇒該当者がいる場合、氏名・専従者給与等を記入してください。 

◆株式等の譲渡等・先物取引に係る所得※年間取引報告書等 
上場株式や一般株式を売った場合に生じる所得や先物取引に

よる事業所得・譲渡所得・雑所得です。 

⇒所得の種類・種目・必要経費を記入してください。株式等譲渡

所得割額控除額がある方はそれについても記入してください。

収入金額をツ欄、テ欄、ナ欄の該当箇所、所得金額を㉞欄、㉟

欄、㊲欄の該当箇所に記入してください。 

※上場株式等の譲渡所得等について、所得税（確定申告）と異な

る課税方式の選択は令和 6年度より選択できなくなりました。 

●分離課税の譲渡 
土地や建物を売った場合に生じる所得です。確定申告が必要な

場合がほとんどのため、まずは税務署にご確認ください。 

●市民税・都民税の計算のおおまかな流れ 

【税率】  市民税 都民税 国税（森林環境税） 計 

所得割 6% 4% ― 10% 

均等割 3,000 円 1,000 円 1,000 円 5,000 円 

＊均等割は一定以上の所得のある方に課税されます。 

 

 

 

 

 

 

 

【税額の計算方法】 
年税額 ＝ 均等割額 ＋ 所得割額（下記計算方法による） 

令
和
６
年
中
の 

所
得
金
額 

－ 

所
得
控
除
額 

⇒ 

課
税
所
得
金
額 

(

課
税
標
準
額)  

×
 

所
得
割
税
率
10% 

(

市
民
税
6%) 

(

都
民
税
4%)  

－ 

調
整
控
除 

－ 

他
の
税
額
控
除 

 

－ 

配
当
割
額
・株
式
等 

譲
渡
所
得
割
額
控
除
額 

＝ 

所
得
割
額 

（1,000 円未満切捨）                               （100 円未満切捨） 

 

 

 
 
 

＊１調整控除 

市民税・都民税と所得税では人的控除額に差があるため、その差額に起因する税負担増を調

整する目的で所得割額から一定の金額を控除します。人的控除とは、障害者控除、寡婦・ひ

とり親控除、勤労学生控除、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除、基礎控除のことです。 

なお、合計所得金額が 2,500 万円を超える場合は、適用されません。 

○市民税・都民税の課税所得金額が 200 万円以下の方 

以下の①と②のいずれか小さい額の 5%を控除 

①人的控除額の差の合計額  ②市民税・都民税の課税所得金額 

○市民税・都民税の課税所得金額が 200 万円超の方 

[人的控除額の差の合計額－（市民税・都民税の課税所得金額－200 万円）]×5%を控除 

ただし、この額が 2,500 円未満の場合は 2,500 円を控除 

＊２税額控除 

＊1 の調整控除のほか、配当控除、住宅借入金等特別税額控除、寄附金税額控除、外国税額

控除等があります。 

＊2 ＊1 

★事業所得・不動産所得の説明 

◆事業所得 
事業所得は営業等所得と農業所得にわかれます。 

○営業等所得とは小売業、卸売業、修理業、製造業、飲食業、サービス業等、自由職業（医師、弁護士、作家、俳優、外交員、大工等）や漁業等

の事業から生ずる所得です。 

○農業所得は農産物の生産、果樹等の栽培、養蚕、家畜の飼育や酪農品の生産等から生ずる所得です。 

なお、家内労働者、外交員、集金人の方又は特定の人に対して継続的に人的役務を提供している方は実際の経費が 55 万円に満たない場合で

も 55 万円まで経費とすることができます（ほかに給与収入がある方は 55 万円－給与所得控除の金額までが上限となります）。 

◆不動産所得 

地代、家賃、土地家屋の貸付権利金等による所得です。 

 

 

※住民税が課税されない方（障害者、未成年者、寡婦、ひとり親の方は、条件が異なります。） 

前年中の合計所得金額が町田市の条例で定める額以下の方 

1. 同一生計配偶者及び扶養親族がいない場合：４５万円 

2. 同一生計配偶者または扶養親族がいる場合： 

３５万円×（同一生計配偶者＋扶養親族数＋１）＋３１万円により計算した額 


